
　2011年３月11日午後７時03分、東京電力福島第一原子力発電所１、２号機で炉心
を冷やす緊急炉心冷却システムが動かなくなったことから、政府は原子力災害対策特
別措置法（原災法）に基づき原子力緊急事態宣言を発令し、原子力災害対策本部を設
置しました。
　政府は同日午後９時23分、原災法に基づき、東京電力福島第一原子力発電所から
半径３km以内の住民に対して「避難指示」を、また半径３～10km以内の住民に「屋
内退避指示」を発令しました。
　その後、政府は東京電力福島第一原子力発電所から半径３km以内としていた避難
指示を半径10kmまで拡大して、10km圏の４町に滞在する５万1,207人を避難対象
にしました。
　さらに、３月12日午後３時36分に東京電力福島第一原子力発電所１号機の原子炉
建屋内で水素爆発が起こったため、避難指示対象をさらに広げて、東京電力福島第一
原子力発電所から半径10kmを半径20kmに拡大しました。
　（関連ページ：下巻P107「避難指示区域の設定について」、下巻P108「警戒区域、
避難指示区域の設定及び解除について」）
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　2011年３月12日の明け方に東京電力福島第一原子力発電所敷地内のモニタリング
カーによる測定で空間線量率が上昇したことが判明し、地震後初めて、放射性物質の
放出が明らかになりました。このとき、１号機では格納容器圧力が異常上昇した後、
若干の圧力低下がみられたことから、格納容器からの放射性物質の漏えいがあり、大
気中への放出があったものと推定されています。その後もベント操作や建屋爆発の影
響により、空間線量率の一時的上昇が何度も観察されています。最も高い空間線量率
が計測されたのは３月15日９時で、発電所正門付近のモニタリングカーが約12ミリ
シーベルト /時の数値を測定しています。
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　今回の事故では、事象の進展に伴い、燃料が溶融、放射性物質が圧力容器から炉外
に放出されました。格納容器ベント操作やさらに格納容器、原子炉建屋の損傷によっ
て、放射性物質が炉心から空気中へ放出されることになりました。１号機のベント操
作は、３月12日14時30分に格納容器の圧力が低下し、ベントが成功したと判断され
ています。その際、大気中に放出された放射性物質のプルームの影響で約１ミリシー
ベルト /時が観測されています（図中①）。翌13日にも明らかに空間線量率が上昇し
ました（図中②）が、これは３号機で原子炉水位が低下して、燃料が露出した後にベ
ント操作をした影響と考えられています。３月15日９時には約12ミリシーベルト /時
の数値が観測されました（図中③）が、同日早朝の６時頃に２号機で爆発音と共に圧
力抑制室の圧力が低下していることから、この上昇の原因は２号機からの放射性物質
の放出と考えられています。
　３月15日23時と翌16日12時にも空間線量率の上昇が観測されています（図中④と
⑤）が、前者は３号機、後者は２号機において格納容器圧力の低下がみられているこ
とから、それぞれ３号機及び２号機からの放射性物質の放出が原因と考えられていま
す。
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　INES（国際原子力・放射線事象評価尺度）とは、原子力発電所等の事故・トラブ
ルについて、それが安全上どの程度のものかを表す国際的な指標です。
　東京電力福島第一原子力発電所事故の INES評価はチェルノブイリ原発事故と同じ
レベル７（放射線影響としてヨウ素131と等価となるように換算した値として数万テ
ラBq（1016Bq のオーダー）を超える値）に相当すると評価されています。
　（関連ページ：上巻P28「国際原子力事象評価尺度」）
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